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（４）用途分類「所管」：建設交通（評価対象 5 施設/16,152 ㎡） 

 用途分類［建設交通］に分類される施設は、以下の 5 施設です。 

 

 A061 寺ケ池公園管理事務所 

 A085 市営桜ヶ丘住宅 

 A086 市営栄町住宅 

 A087 市営昭栄住宅 

 A088 市営三日市西住宅 
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（５）用途分類「所管」：警察消防（評価対象 3 施設/4,757 ㎡） 

 ［警察消防］に分類される施設は、以下の 4 施設です。ただし、「消防署本署」は

今後解体予定であるため、評価等には含んでいません。そのため、施設（敷地単位）

カルテは 3 施設が対象となっています。 

 

 A064 消防署本署※ 

 A065 消防署北出張所 

 A066 消防署南出張所 

 A260 消防防災拠点施設 
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（６）用途分類「所管」：その他庁舎（7 施設/17,792 ㎡） 

 ［その他庁舎］に分類される施設は、以下の 7 施設です。なお、キックスについて

は、「市民交流センター（キックス）」と「図書館（キックス）」に分けて用途分類を

行っています。 

 

 A032 滝畑コミュニティセンター 

 A033 小山田コミュニティセンター・地域福祉センター（あやたホール） 

 A034 清見台コミュニティセンター・地域福祉センター（くすのかホール） 

 A035 日野コミュニティセンター（みのでホール） 

 A043 市民交流センター（キックス） 

 A091 林業総合センター（木根館） 

 A190 旧南花台西小学校 
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（７）用途分類「所管」：公営企業 

 対象施設で、ここに分類される施設はありません。 
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第４章 まとめ 

 

本市は昭和 40 年代以降、人口の増加とともに公共施設の整備が進められてきまし

た。市制施行時には約 3 万人であった人口がピーク時には約 12 万人（平成１1 年度

）となり、現在市が保有する公共建築物は延床面積で約 28 万㎡となっています。建

築後 30 年以上経過している建物は約５割ですが 10 年後には約 7 割に達し、今後、

大規模改修など更なる費用がかかることが明白となっています。 

一方、市の財源は、生産年齢人口の減少による市税の減少や国の補助金の見直しに

より財政状況は厳しさを増し、また老年人口の増加により社会保障費は増加していく

中で、今までと同じように公共施設整備にお金をかけられなくなってきているのが現

状です。 

公共建築物は、これまで人口の増加とともにその需要に応じる形で整備されてきま

した。人口がピークを迎えたときに対応する形で整備され、その後人口が減少に転じ

た後も総量は基本的には縮小されることなく保有し続けています。 

カルテにした 69 施設は、市が保有する公共建築物の延床面積の約 9 割を占めてい

ます。カルテは各施設の現状を把握できる資料であり、今後、本白書を「（仮称）公

共施設の維持保全・有効活用計画」の基礎資料として活用し、国の「公共施設等総合

管理計画」策定の趣旨に沿って、今後の公共建築物におけるサービスのあり方（この

サービスはこの施設でなければ提供できないか）、公共建築物の適正な総量（今の市

の財源、人口に見合った総量であるか）について検討していく必要があると考えてい

ます。 
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